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２０１２年度 当社グループを取り巻く事業環境

①経済情勢①経済情勢

欧 米 米国経済は緩やかに回復、欧州経済は景気低迷が続く

日 本 東日本大震災からの回復
下期には、金融緩和政策から円安・株式市場活性化の兆し

②事業環境②事業環境

新興国 中国やインドを中心に経済成長スピードは鈍化

②事業環境②事業環境

日系ﾒｰｶｰは、東日本大震災から生産回復 １２年９月より日中関係の悪
化から中国で販売不振、海外は北米・東南アジアでおおむね堅調に推移

自動車用品
部 門

プリンター機能部品は欧州をはじめ景気後退を受け販売が伸び悩み

建機向け高圧ホ スは中国景気減速に伴う販売減

一般
産業用品

部門 建機向け高圧ホースは中国景気減速に伴う販売減

天然ゴムは下降、合成ゴムは上昇基調原料価格

部門

下期に超円高が是正され円安が進む為 替
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２０１２年度 連結業績

11年 中間予想 12年 前年同期比 前年同期比 中間予想比

（単位：億円） 増減率

売 上 高 2,519 2,600 2,637 +118 (+4.7%) +37

営  業 利  益 128 100 92 -36 (-28.2%) -8

経  常 利  益 131 100 92 -38 (-29.3%) -8

特  別 損  益 △28 0 △11 +17 (-60.0%) -11

当 期 純 利 益 61 60 30 31 ( 50 7%) 30当 期 純 利 益 61 60 30 -31 (-50.7%) -30

為替ﾚｰﾄ（円/＄） <79.08> <80.00> <83.11> <4.03円安> <3.11円安>

中間予想比の主な内容 （億円）

営業利益 -８ （販売減少と生産性悪化・原企原低遅れ）

・日中関係悪化による中国減産に伴う販売減

１２年度営業利益 中間予想→実績

100
+4 92

販売減影響 為替換算
億円

日中関係悪化による中国減産に伴う販売減
・ﾌﾟﾘﾝﾀｰ機能部品や高圧ﾎｰｽなどの販売減

特別損益 -１１ （減損の実施 －１４）
・事業構造改革の一環で 余剰設備や開発設備等を減損

-2-10

中間予想 実績

原企原低
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事業構造改革の 環で、余剰設備や開発設備等を減損
など

中間予想 実績



２０１２年度 セグメント別 売上高・営業利益

【自動車 部門】

（億円）
3 500

<>内15ヶ月決算一般産業用品

前年実績比

売

【自動車用品部門】

国内は、震災からの生産回復、
「エコカー補助金」により売上が
増加。

560 535

2,6372,6002,5192,550
2,3412,500

3,000

3,500
赤枠内：

前年実績比

<2,725>

 米・中決算期統一

+4.7%

-8 2%

自動車用品

売
上
高

日中関係悪化による中国市場
での日本車販売減があったも
のの、北米・東南アジアなどで
堅調な販売。

582 560 535

486
541

1,500

2,000

+8 5%

8.2%

売上為替影響＋59億円
(為替影響除く増減+5.5%）

1,855 2,009 1,937 2,040 2,103

0

500

1,000
+8.5%

【一般産業用品部門】300
一般産業用品

自動車用品

0
09年 10年(12ヶ月) 11年 中間時予想 12年

営
業
利

プリンター機能部品は、欧州

景気の低迷などに起因する客

先の生産調整により販売が低

迷。154

200

250 <>内15ヶ月決算
　 米・中決算期統一

赤枠内：
前年実績比

<168>

利
益 中国景気減退に伴い建機向

け高圧ホースの需要が減少。

121
1

30

96

33
3812

21
92

108 128

100

50

100

150

-28.2%

-43.6%
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09年 10年(12ヶ月) 11年 中間時予想 12年

-21.8%



２０１２年度 地域別 売上高・営業利益 構成 前年度比較（地域間消去前）

日本 –2.9%減収 減益

3,500
（億円）

180

売上高 営業利益

・東日本大震災からの生産回復
・ﾌﾟﾘﾝﾀｰ機能部品など一般産業

用品の販売減
・１５Ｖ先行費用を負担

291
218

3,010
2,854

129
3,000 150その他

北米 +29.0%増収 増益
売上為替影響＋２５億円（+6.4%）

日本車販売の伸び

505

384

391

359
29

932,000

2,500
120

北米

中国
・日本車販売の伸び
・構造改革（ﾒｷｼｺ移管）効果
・材料変動・客先反映

1886
20

21

351,500

60

90 中国 +6.9%増収 減益
売上為替影響＋２６億円(+7.2%）

・日中関係悪化による減産影響
・人件費の負担増

1831

59
39

14

500

1,000

30

60

日本

人件費の負担増

その他 +33.3%増収 増益
売上為替影響＋８億円（+3.7％）

4
0

   11年    12年

0

売 為替影響 億 （ ）

・欧州は販売低迷続く
・タイは洪水から回復、堅調な
販売増
・インド・インドネシア新拠点は

 (79.08)  (83.11)
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為替レート （円/＄）
インド インドネシア新拠点は

立ち上げ中



２０１２年度 営業利益増減要因 （11年→12年）

（億円）

128
+4

+73
+10

売上数量
増加

価格水準
低下

原企原低
１５Ｖ

先行費用
為替換算

128 +73

92原材料価格の影響

-45
売価
反映

原料
高騰

原材料価格 影響

-13
-65

-14 +14

12年11年
間接費他

(特損戻含)(特損戻含)
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ＴＲＩ ＧＲＯＵＰ ２０１３年度 見通し
TOKAI RUBBER INDUSTRIES, LTD.

ＴＲＩ ＧＲＯＵＰ ２０１３年度 見通し
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①経済情勢①経済情勢

２０１３年度 当社グループを取り巻く事業環境

欧 米 欧州は景気低迷が継続、米国は景気回復基調が続く

日 本 日本は景気回復の兆し

②事業環境②事業環境

新興国 新興国の経済成長スピード鈍化

②事業環境②事業環境

日本の自動車生産は、前年「エコカー補助金」終了で減少

海外自動車生産は欧州を除き、北米・東南アジアを中心に堅調な伸び

自動車用品
部 門 海外自動車生産は欧州を除き、北米 東南アジアを中心に堅調な伸び

プリンター機能部品、建機向け高圧ホースなどの需要が上向き一般
産業用品

部門

天然ゴムは横ばい、合成ゴムは上昇基調（円安による材料高ﾘｽｸ）原料価格

部門

現状の円安レベルで横ばい為 替
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２０１５ＶＩＳＩＯＮ １２年度活動実績・１３年度活動方針

2015VISION ““変革と成長”＋“多様性”変革と成長”＋“多様性”

「既存事業の持続的成長既存事業の持続的成長」

「新市場・新分野への事業展開新市場・新分野への事業展開」

「20202020年に向けた事業基盤の確立年に向けた事業基盤の確立」

１３年度活動スローガン
「 グローバル優良企業への成長を目指し、

２０１５VISION達成に挑戦しよう 」
「20202020年に向けた事業基盤の確立年に向けた事業基盤の確立」

＜12年度活動実績＞
海外メーカー拡販

＜13年度重要活動方針＞
・Global Cost Innovation(ＧＣＩ)活動の実施海外メ カ 拡販

・グローバル開発・拡販活動の推進
（米国、中国、タイのテクセン活用、
欧州事務所法人化による営業強化、
ポ ランド拠点での開発機能強化）

Global Cost Innovation(ＧＣＩ)活動の実施
（革新的なｺｽﾄ低減の実現）

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ拡販の加速と経営管理体制の整備
(Ｍ＆Ａ成果の早期化)
新製品 新事業創出の加速（ＳＲ関連製品の上市）ポーランド拠点での開発機能強化）

・Ｍ＆Ａによる人材、商権の獲得

・新製品・新事業創出の加速（ＳＲ関連製品の上市）
・事業構造改革の更なる推進（生産拠点の統廃合など）
・世界の多様な考え方・価値観を深める人材育成

（研修ｾﾝﾀｰ活用）

自動車用品でＭ＆Ａを４社実施（１２年度決算、１３年度予想への決算影響）

（研修ｾﾝﾀ 活用）

年 月末 を当社 年度末 連結算・ＤＹＴＥＣＨ

・Ａｎｖｉｓ
・Produflex １３年３月末Ｂ／Ｓを当社１３年度１Ｑ末に連結算入(予定）

１２年１２月末B／Sを当社１２年度末に連結算入
当社１３年度１QよりP／Lを連結算入

・Produflex

・ITTC
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年 月末 を当社 年度 末 連結算入(予定）

当社１３年度２ＱよりＰ／Ｌを連結算入（予定）



２０１３年度 予想

年 年 想 前年実績12年 13年予想 前年実績比

（単位：億円） 増減額 増減率

既存 2,637 2,900 +263 (+10.0%)

Ｍ＆Ａ 700 +700

合計 2,637 3,600 +963 (+36.5%)

売 上 高

既存 92 110 +18 (+19.5%)

Ｍ＆Ａ 10 +10営 業 利 益

合計 92 120 +28 (+30.4%)

経 常 利 益 92 110 +18 (+19.2%)

特 別 損 益 △11 0 +11

当 期 純 利 益 30 50 +20 (+66.5%)当 期 純 利 益 30 50 ( 66 5%)

為替ﾚｰﾄ（円/＄） <83.11> <95.00> <11.89円安>
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注）13年度予想は、Ｍ＆Ａの損益を含むため、既存とＭ＆Ａ会社を分けて記載



3,600
4,000

<>内15ヶ月決算
　 米・中決算期統一

赤枠内：
前年実績比

＋36.5％

一般産業用品

自動車用品

２０１３年度 セグメント別 売上高・営業利益予想

【自動車用品部門】
（億円）

前年実績比

600

2,341
2,550 2,519 2,637

3,600

2 500

3,000

3,500

<2,725>

＋12.1％

既存分

M&A

(700)
売
上

【自動車用品部門】

国内は「ｴｺｶｰ補助金」終了影響
があり販売は前年を割込

582
535

3 000

541486

1,500

2,000

2,500

　既存

(2,300)

＋42.7％

既存分
（＋9.4%）

上
高

海外は、中国減産影響からの
回復、北米・東南アジア市場で
堅調な伸び

1,855 2,009 1,937 2,103 3,000

0

500

1,000
売上為替影響＋190億円
(為替影響除く増減+0.3%）

Ｍ＆Ａ会社は
3ヶ月期ズレで決算取込

09年 10年(12ヶ月) 11年 12年 13年予想

営
業

3ヶ月期ズレで決算取込

【一般産業用品部門】

プリンタ 機能部品は250

300

<>内1 月決算

一般産業用品

自動車用品
赤枠内：

前年実績比

業
利
益

プリンター機能部品は、

主要客先の需要回復で

販売は上向き

建機向け高圧ホースは、
33 120108

154
128150

200

250 <>内15ヶ月決算
　 米・中決算期統一

＋30 4％

<168>

建機向け高圧ホ スは、

中国・国内で需要回復
（中国景気の回復傾向・国内

は公共事業需要増加）
121

91

21

71
96

33
3812 30

120108 128

92

50

100

150 ＋30.4％

＋42.9％

＋26 8％

既存分
（＋12.7%）

M&A
(10)

既存

(80)
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91
90

71

0
09年 10年(12ヶ月) 11年 12年 13年予想

＋26.8％



（億円）売上高 営業利益<>内15ヶ月決算

２０１３年度 地域別 売上高・営業利益構成 推移予想（地域間消去前）

3,980

3 500

4,000

（億円）

240

280

売上高 営業利益<>内15ヶ月決算
　 米・中決算期統一

M&A

(700)

520
235 218

291

3,010 390
2,8542,872

2,609
3,000

3,500

200

240

中国

<3,068>
その他

386
431 391 505 590

266
331 359 384

520
211

8

37 129
155

1212,000

2,500
160北米

<169>

2025

37
2125

29

35
36

93
107

121

1 000

1,500

80

120

日本

(10)

1747 1875 1886 1831 1780

39
54 59

18

27 20

39 39

25

14
25

35

500

1,000

40

39
114

0

09年
(93.66)

10年(12ヶ月)
(86.71)

11年
(79.08)

12年
(83.11)

13年予想
(95.00)

0

為替レート
（円/＄） ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
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２０１３年度 営業利益増減要因 （1２年→１３年）

売上数量
増加

（億円）

+10
110+15

+36
120

増加

原企原低

為替換算
Ｍ＆Ａ

+75

11015

92

原企原低

原材料価格の影響

売価
反映

原材料
高騰

原材料価格の影響

13年13年
-20 +6

-19

-75
価格水準

低下

13年
Ｍ＆Ａ含 合計

12年

間接費他

13年
既存

間接費他

１５Ｖ先行費用：＋１０億円
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５Ｖ先行費用 ＋ ０億円
ＰＭＩ費用 ： －５億円
償却増 ：－２５億円
その他 ： ＋１億円



２０１３年度 連結設備投資と減価償却費推移

330
310

350
（億円）

一般産業用品

M&A
設備投資額 減価償却額

研究所 12年は年初
公表から圧縮

259
100

10

5
9

10

45280
310

250

300
自動車用品

07年投資額 293億円

75

7080
100

7

9

209

145

193
183

30
200

250

200

54
195200 205

77

26
3

4
106

150 145
125

150 145
170

100

150

77 92
125

175
195200 205

26
3

50

100

0
09年 10年 11年 12年年初公表 12年中間予想 12年 13年予想

償 ）
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※11年より日本の償却方法変更（定率法→定額法）



２０１３年度 連結 研究開発費推移

（億円）

150

15

125

105
99

120
Ｍ＆Ａ

売上高
研究開発費比率

<12 0%>

88
99

90 既存事業3.9% 4.0%

3.2%
3.5%

<12.0%>

61 72
64

7360

新製 新事業

<58.4%>
<68.6%>

<69.3%>
<64.6%>

37
3335

27

0

30 新製品・新事業

<30.7%>
<35.4%> <29.6%>

<31.4%>

0

15　　　10年　　　　　　　　　　11年　　　　　　　　　12年　　　　　　　　13年予想
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<ｶｯｺ>は構成比



２０１３年度 連結キャッシュ･フロー状況

345
営業Ｃ/Ｆ 投資Ｃ/Ｆ フリーＣ/Ｆ（億円）

124

280

197
268

200

300

400

124

△226△171△114+141+2300

100

200

△238

△139△115

△300

△200

△100

うちＭ&A

△494

△368

△238

△500

△400

△300
うち

M&A
（△175）

う
 （△81）

△494

△600
09年 10年 11年 12年 13年予想
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２０１３年度 連結資産状況

3,7804,000
（億円）

自己資本比率

59 2%

56.9%

49 3%

2 606

3,241

3,000

3,500
58.2% 59.2% 49.3%

42.4%

うち

Ｍ＆Ａ

うちM&A

2,390 2,446
2,606

1 7602 000

2,500

総資産

1,5701,5421,472

1,7601,729

1,500

2,000 総資産

ＤＥレシオ
0.41

760
653

259210229500

1,000 純資産 0.47

0.170.14

0.17

0

09年 10年 11年 12年 13年予想

有利子

負債
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株主還元（配当金）について

20

期末配当金

中間配当金（円）

連結配当性向( ) 純資産配当率( )

15

17
16

15
15

連結配当性向(%)

55 .3%
37 .7%

純資産配当率(%)

7
8 8 8 9

13

10

35 .3%
25 .6%

15 .7%

710

1 .05%
1 08%

1 .10% 純資産配当率１％以上を
ﾍﾞｰｽに安定的な配当を
実施する方針

88
6

7 7

5
1 .08%

1 .06%0 .99%

0
09年 10年 11年 12年 13年予想
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２０１５VISION達成への取り組み
TOKAI RUBBER INDUSTRIES, LTD.

２０１５VISION達成 の取り組み
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2015VISONの売上目標

2015VISION
““変革と成長”＋“多様性変革と成長”＋“多様性””

２０１５年度 目標分野 ２０１５年度 目標分野

2015VISION 売上数値目標

６５０億円ICT

３５０億円インフラ

２，８５０億円自動車

２０１５年度 目標分野

６５０億円ICT

３５０億円インフラ

２，８５０億円自動車

２０１５年度 目標分野

３５０億円インフラ

１５０億円住環境

１５０億円医療・介護・健康

５０億円資源・環境・エネルギー

３５０億円インフラ

１５０億円住環境

１５０億円医療・介護・健康

５０億円資源・環境・エネルギー

４，２００億円連結売上高

５０億円資源 環境 ネルギ

４，２００億円連結売上高

５０億円資源 環境 ネルギ
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２０１５VISION達成に向けたM＆Aの実施状況

①全世界での日系自動車メーカーへの製品供給体制確立、②海外メーカーへの参入・拡販、の手段
として２０１５VISIONを策定

Anvis Group DYTECH

として２０１５VISIONを策定。
グローバル供給体制を完成させるため、以下4件のM＆Aを実施。

Anvis Group
（自動車用防振ゴム）
所在地 ドイツ ヘッセン州
代表者 CEO Olaf Hahn

DYTECH
（自動車用ホース）
所在地 イタリア トリノ市
代表者 CEO Giuliano Zucco代表者 CEO Olaf Hahn

従業員数 約2,000人
売上高 300百万ユーロ（約400億円）

代表者 CEO Giuliano Zucco
従業員数 約3,500人
売上高 300百万ユーロ（約400億円）

欧州での販路獲得・拡充 欧・南米拡販、ﾓｼﾞｭｰﾙ技術獲得

ITTCP d fl MG ITTC
（自動車用ホース）
所在地 タイ アユタヤ県

Produflex MG
（自動車用防振ゴム）
所在地 ブラジル ミナスジェライス州

代表者 社長 下村光男
従業員数 約800人
売上高 2,180百万バーツ（約75億円）

代表者 President Edgar Solano Marreiros  
従業員数 約430人
売上高 31百万レアル（約16億円）

連結子会社化による基盤強化日系ﾒｰｶｰ南米拠点向け生産
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2015VISION 数値目標 との対比

２０１５ＶＩＳＩＯＮの進捗状況（１２年度実績、１３年度予想）

2015VISION　数値目標 との対比

'12年度実績 '13年度予想 '15年度目標

連結売上高 ２,６３７億円 ３,６００億円 ４,２００億円

（海外売上高） （１，１７９億円） （２，２００億円） （２,１００億円）

営業利益 ９２億円 １２０億円 ３４０億円

（営業利益率） （３％） （３％） （８%）

ROE

（純利益/株主資本）

ROA

２％ １０％３％

ROA

（営業利益/総資産）
３％ ８％３％

2015VISION　投資計画　との対比
１５Ｖ

'11年度実績 '12年度実績 '13年度予想 '11年度-13年度累計 '11年度-15年度累計

設備投資 209億円 259億円 330億円 798億円

買収投資(M&A） 81億円 175億円 256億円
2,000億円

研究開発費 99億円 105億円 125億円 329億円 700億円
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5 000

（億円）

1 000Ｍ＆Ａ （左：売上 右：営業利益）

　　      １５Ｖ目標
売 上 高 ：4 200億円

２０１５VISION達成に向けた１４年・１５年活動

売上高 営業利益

3,900

4,200

3 600
4,000

5,000

800

1,000

既存分（左：売上　右：営業利益）

Ｍ＆Ａ （左：売上 右：営業利益）

新規事業 （左：売上　右：営業利益）

 売 上 高 ：4,200億円
 営業利益：  340億円

700

3,600

2,637
2,519

3,000 600

2,637 2,900

2,519
3402,000 400

210

110128 92
10

120
92128

0

1,000

0

200
210

0

11年 12年 13年予想 14年目標 15年目標

0

M&A会社とのシナジー効果
（世界供給体制による販売ﾒﾘｯﾄ）

＜先行投資＞

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ拡販
（M&A）

・新製品・新事業開発

（世界供給体制による販売ﾒﾘｯﾄ）

海外ﾃｸｾﾝによる開発と販売強化
欧州・中国ﾛｰｶﾙﾒｰｶｰ向け拡販
一般産業用品の海外展開加速

2015VISION
目標の姿

ＳＲ関連製品の上市・量産
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・新製品・新事業開発

・本社ｲﾝﾌﾗ整備

ＳＲ関連製品の上市 量産

Global Cost Innovation(ＧＣＩ)活動
（革新的な原価低減）



２０１３年度の重点取り組み事項（自動車用品）
TOKAI RUBBER INDUSTRIES, LTD.

０ ３年度の重点取り組み事項（自動車用品）

取締役 専務執行役員取締役 専務執行役員
渡辺 満
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M＆A実施の狙い

自動車用品事業のM＆A戦略

＜営業・販売体制＞未進出地域への拡販

欧州 南米の現地拠点への製品納入機会の増加
日系自動車

欧州・南米の現地拠点への製品納入機会の増加

欧州・南米での新規参入・納入拡大が可能に

メーカー

海外自動車

＜開発 生産 供給体制＞グ バ 供給体制 完成

欧州・南米での新規参入・納入拡大が可能に
動

メーカー

＜開発・生産・供給体制＞グローバル供給体制の完成

現地仕様に合った製品の開発がスピーディーに日系自動車
メ カ 需要を見込む新興国 (インド・インドネシア・メキシコ・ブラ

ジル・ロシア *1) での現地生産・供給体制構築

メーカー

海外自動車
メ カ メ カ の特徴に適合した製品の開発が可能に

*1 既存拠点の中国・ﾀｲを除く

南米・アフリカ・ロシアの生産拠点の新規獲得

メーカー メーカーの特徴に適合した製品の開発が可能に

⇒ 世界中で製品の開発・生産・供給が可能に
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グローバル製品供給と新規顧客獲得の体制を強化

自動車用防振ゴム事業での相互補完体制

グロ バル製品供給と新規顧客獲得の体制を強化

⇒ 3社の生産・開発・営業の世界相互補完により、さらなる販売拡大を狙う

顧客 日系OEM, etc.
地域 日本 北米 中国 欧州 ｱｼﾞｱ地域 日本, 北米, 中国, 欧州, ｱｼ ｱ
技術 ｼｽﾃﾑ開発、ｱｸﾃｨﾌﾞ技術、耐熱・耐疲労ｺﾞﾑ配合 、

高効率生産ｼｽﾃﾑ・加硫技術

製品 ACM・ECM 高耐久ﾌﾞｯｼｭ ・・・各種防振ｺﾞﾑ製品 ACM・ECM、高耐久ﾌ ｯｼｭ、・・・各種防振ｺ ﾑ

AnvisAnvis GroupGroup Produflex MG

顧客 VW, Daimler, PSA, GM, etc.
地域 欧州, 中国, ﾒｷｼｺ, ｱﾌﾘｶ

顧客 Fiat, etc.
地域 ﾌﾞﾗｼﾞﾙ

Produflex MG

地域 欧州, 中国, ﾒｷｼｺ, ｱﾌﾘｶ

技術 軽量化技術、大型多数個取り生産

製品 ｴｷｿﾞｰｽﾄ製品、樹脂ｺﾞﾑ複合製品、
各種防振ｺﾞﾑ

地域 ﾌ ﾗｼ ﾙ

技術 原地産ｺﾞﾑによる配合設計

製品 ｴｷｿﾞｰｽﾄ製品、各種ｸﾞﾛﾒｯﾄ
各種防振ｺ ﾑ
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自動車用ホース事業の相互補完体制

事業展開地域の拡大と戦略製品開発に向けた技術獲得

顧客 日系OEM t

⇒3社の技術力を結集して日系・欧米系メーカーのニーズに適した製品を開発

顧客 日系OEM, etc.
地域 日本, 北米, アジア(中国、インド、東南アジア)
技術 環境規制対応技術、多層化技術
製品 高低圧ゴムホース、樹脂ホース、モジュール

顧客 FIAT ,VW ,GM ,Renault, etc.
顧客 系

ITTCITTCDYTECH

顧 , , , ,
地域 欧州,南米,アフリカ,トルコ,中国
技術 樹脂モジュール、タンク回りシステム
製品 樹脂ホース、PS・ACホース等

顧客 日系OEM, etc
地域 タイ
製品 低圧ゴムホース
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研究開発面でのシナジー（東海ゴムとDYTECH）

燃料樹脂モジ ル タンク回り
戦略製品開発に向けた技術獲得

燃料樹脂モジュール・タンク回り
システムの取得・活用

管体製品 モジ ル製品
システム開発

燃料系 ◎
ゴムホース
樹脂チューブ

□
ネック一体フィラー
キャニスター

燃料給油制御技術
エバポエミッション制御技術

管体製品 モジュール製品

樹脂チューブ
床下長尺樹脂配管

エバポエミッション制御技術

バキューム
ブレーキ

◎
ゴムホース
樹脂チューブ（D社）

□
ブースターモジュール
制御バルブ

ブースターシステム制御技術

パワステ ◎ 高圧ホース □ 金具加締め製品 NVH評価・解析技術

◎：東海ゴム／DYTECHとも有、□：DYTECHのみ有

エアコン ◎
高圧ホース
低圧ホース

□ 金具加締め製品 冷却システム制御技術

東海ゴムの強み
ゴム・樹脂ホース

DYTECHの強み

システム開発によ＋ ＝
シナジー効果
日系・欧米系メー

（管体製品）の
高機能開発技術

るモジュール製造
技術

＋ ＝ カーのニーズに対
応した製品の開発

28/31



自動車用品事業 グローバル体制

●▲■東海ゴムグループ
（自動車関連のみ ●：防振 ▲：ホース（自動車関連のみ。●：防振、▲：ホ ス、
■：両方を生産、○：その他拠点）

▲DYTECHグループ ●Anvisグループ

●Produflex MG

日本日本

１０拠

●Produflex MG

○○

欧州欧州・
中国・韓中国・韓

点
１０拠

点○

○

○○

○

○○

○

欧州
アフリカ
４拠点

⇒２５拠 アジア

国
１１拠点

⇒１３拠
北米北米・
南米

点
⇒２５拠

点

アジア
１１拠点 点

拠
点

南米

７拠点
⇒１５拠

点点点

M＆A実施前：世界１１カ国・４３拠点 ⇒ M＆A完了後：世界２４カ国・７４拠点

グローバル５極での製品供給補完体制が完成（グループ全体で１０２拠点）
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自動車用防振ゴム事業 グローバルシェア（当社推定）

15V目標：

グローバルトップシェア

16%

4%

14%
45%

12年度

25%
15V-15年

7%

6%5%3%

15V目標シェア25％に向けて更なる
拡販活動を実施
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自動車用ホース事業 グローバルシェア（当社推定）

14%
15V目標：

グローバルシェア1位グループ

14%14%

7%
51% 12年度 15V-15年

7%

4% 14%

10%
2015V目標のグロ バルシ ア10％は達成

（15V目標シェア10％を達成）
2015V目標のグローバルシェア10％は達成

⇒DYTECH買収に伴い、目標数値を14％に
上方修正し、グローバルシェアのトップグル

プ入りを狙う
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この資料に記載されております売上高及び利益等の予想のうち、 過去または現在の
事実 関するも 外は 当社グ プ 各事業 関する業界 動向 見

将来情報についての注意事項

事実に関するもの以外は、当社グループの各事業に関する業界の動向についての見
通しを含む経済状況、ならびに為替レートの変動、その他の業績に影響を与える要因
について、現時点で入手可能な情報をもとにした当社グループの仮定及び判断に基づ
く見通しを前提としております。く見通しを前提としております。

これら将来予想に関する記述は、既知または未知のリスク及び不確実性が内在して
おり 例として以下のものが挙げられますが これらに限られるものではありませんおり、例として以下のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。

・日本、北・南米、欧州、アジア諸国など当社グループが事業活動を行っているその他
の国における需要変動

・米ドル、ユーロ、アジア諸国などの各通貨の為替相場の変動

・天然ゴムや合成ゴムなどのゴム材料や鋼材などの原材料価格の変動

・諸外国における予期せぬ法律や規制の変更 政治・経済状況の変化・諸外国における予期せぬ法律や規制の変更、政治・経済状況の変化

・大規模な災害等の発生による当社グループ・仕入先・納入先等への影響

従いまして、実際の売上高及び利益等と、この資料に記載されております予想とは大
きく異なる場合があることをご承知おき下さい。なお、当社グループは、この資料の本リ
リース後においても、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものではあ
りませんりません。



以 上


